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３．活動計画の内容 

目標１「学びあい」 

～市民の主体的な学びの推進～ 

 

 

「誰もが ふつうに くらせる しあわせなまち 立川」の実現には、住民自らが地域課

題を解決するために行動する力を養う必要があります。また、様々な社会課題に対し、市民

活動も多種多様な活動へと広がり、きっかけがあれば地域活動に参加したいという市民も増

えています。地域のさまざまな人材や社会資源とのつながりのある本会の強味を生かし、市

民と共に協働しながら、地域のさまざまな場面で学びの機会を作り、地域の福祉力の向上を

図ります。 

 

学びあいプラン①  

「地域における多様な学びの場づくりの推進」 

①－１ 市民活動参加のための土壌づくり 

○市民がボランティアや市民活動参加のきっかけをつくるために、市民活動団体と協働し

ながら、学びあいの機会をつくります。 

○福祉施設やボランティア団体等が互いに協働・連携し、ボランティア活動の課題把握や

情報を共有し、市内のボランティア活動の充実を図ります。 

〇多様な市民を対象としたボランティア参加のきっかけとなるイベントを企画します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

１ 福祉教育・市民学習の推進に関する出前講座の実施・コーディネート 

 

出前講座 3 回 

コーディネート 

     4 回 

出前講座 3 回 

コーディネート 

     4 回 

出前講座 4 回 

コーディネート 

     4 回 

出前講座 4 回 

コーディネート 

     4 回 

出前講座 5 回 

コーディネート 

     4 回 

 H27  H28 H29 H30 H31 

２ 夏！体験ボランティアの実施 

 

参加人数 

150 名 

参加人数 

150 名 

参加人数 

150 名 

参加人数 

150 名 

参加人数 

150 名 
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 H27 H28 H29 H30 H31 

３ ボランティア養成講座、ボランティア体験プログラムの開催 

 

参加人数 

110 名 

参加人数 

120 名 

参加人数 

130 名 

参加人数 

140 名 

参加人数 

150 名 

 H27 H28 H29 H30 H31 

４ ボランティア活動推進連絡会の開催【新規】 

 

準備会の開催 

実施内容の検討 

開催回数 

1 回 

開催回数 

2 回 

開催回数 

2 回 

開催回数 

2 回 

 

 ①－２ 生活に密着した市民学習会の開催 

 ○地域包括支援センターや関係団体との共催により地域の生活課題に対応した学習会等を

開催します。 

○市民や関係機関、団体等に対し講演会や出前講座を開催し成年後見制度等の普及啓発に

努めます。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

５ 地域における学習会等の開催 

 

開催回数 

45 回 

参加者数 

  810 人 

開催回数 

50 回 

参加者数 

  900 人 

開催回数 

55 回 

参加者数 

  990 人 

開催回数 

60 回 

参加者数 

 1080 人 

開催回数 

60 回 

参加者数 

 1080 人 

 H27  H28 H29 H30 H31 

６ 成年後見制度等に関する講演会や出前講座の実施  

 

講演会 2 回 

出前講座 3 回 

講演会 2 回 

出前講座 3 回 

講演会 2 回 

出前講座 5 回 

講演会 2 回 

出前講座 5 回 

講演会 2 回 

出前講座 5 回 

 

 

 

 

 

 

 

住みたいまち１００ （地域懇談会の声から） 

親子の憩いの場 

があるまち 
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①－３ 地域での自然災害に備える取り組み 

○大規模災害発生時に、自治会など小地域の近隣住民で命を守りあえる体制づくりの支援

につながる学習会等を開催します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

７ 

 

小地域密着型の防災学習と安否確認訓練などの実施 

 

開催回数 

     6 回 

開催回数 

     12 回 

開催回数 

     18 回 

開催回数 

     24 回 

開催回数 

     30 回 

 

①－４ 障害福祉関係団体や地域団体と協働した障害福祉の普及・啓発 

○関係団体や市民等との連携や協働により、市民や利用者・家族・施設職員等を対象に障

害福祉関係の講座等を行います。 

○地域のイベント等に参加し、障害福祉の理解・活動の普及に寄与していきます。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

８ 障害福祉に関する講座や学習会等の開催 

 

開催回数 

2 回 

開催回数 

2 回 

開催回数 

2 回 

開催回数 

2 回 

開催回数 

2 回 

 

①－５ 地域におけるニーズの早期発見・早期対応に向けての取り組み 

○市民の学びの機会等をつくり、認知症サポーター1を養成し、認知症高齢者にやさしい地

域づくりをすすめます。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

９ 認知症サポーターの養成 

 

充実 

 

充実 

 

充実 

 

充実 

 

充実 

 

  

                                                   
1 認知症サポーター・・・講座を通じて認知症についての正しい知識を習得し、自分のでき

る範囲で認知症の人や家族を応援する方々 
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学びあいプラン②「情報の受発信の強化」 

 ②－１ 社協広報誌等を活用した情報発信による地域福祉活動の活性化 

○あいあい通信や市民活動センター通信、ホームページ等により社協活動の周知や地域課

題を発信することによって、サービスを利用したい人や活動したい人が講座や学習会・福

祉活動に参加できるきっかけを作ります。また市民活動団体等が、あいあい通信を媒体と

して市民へ情報発信する仕組みを継続し、市民活動がより活発になるように支援をしてい

きます。 

○イベント情報や有料広告を掲載している市民活動団体や企業へのモニタリング調査、講

座参加者に対して「何を見て参加したか」等のアンケートを実施し、広報媒体の効果を検証

していきます。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

10 

 

あいあい通信等の発行、ホームページ等の運営 

通信・HP 等を見

て、講座等に参

加した人の割合

15％ 

通信・HP 等を見

て、講座等に参

加した人の割合

17％ 

通信・HP 等を見

て、講座等に参

加した人の割合

20％ 

通信・HP 等を見

て、講座等に参

加した人の割合

25％ 

通信・HP 等を見

て、講座等に参

加した人の割合

30％ 

 

 ②－２ 地域に合わせた情報提供 

 ○6 つの生活圏域で、地域福祉コーディネーターと地域包括支援センターが協働で発行す

る情報紙「まちねっと」を活用して、人材発掘や地域福祉の啓発活動を行い、市民の主体

的な学びに寄与します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

11 まちねっとの発行 

 

発行回数 

18 回 

発行回数 

24 回 

発行回数 

24 回 

効果検討 

 

充実 

 

誰もが参加できる場 

があるまち 

住みたいまち１００ （地域懇談会の声から） 
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目標２「気づきあい」 

～多種多様な個性や価値観を尊重する文化の醸成～ 

 

 「誰もが ふつうに くらせる しあわせなまち 立川」の実現には、地域に潜在化して

いる課題に気づくため、高齢者や障害者のみならず、外国人やその他の生きづらさを抱えた

人々が誰一人否定されることなく地域社会に参画できるよう、啓発プログラムを実施します

る必要があります。 

また、地域懇談会の開催を通じて共生社会の実現を目指し、「福祉のまちづくりの場」の醸

成を行うとともに、関係機関と連携しながら地域支えあいネットワーク活動を推進していき

ます。 

 

気づきあいプラン①「共生社会推進のための啓発活動」 

①－１ 多様な価値観を認めあう、まちづくりの推進 

○偏見や差別の対象となりやすいマイノリティ（社会的少数派）である個人や団体ととも

に企画を共有し、偏見や差別のない「共に生きる」社会の実現に向けた啓発活動を推進し

ます。 

〇市民が多様な価値観に触れあう機会を関係団体と共に企画するイベント・プログラムを

実施します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

12 啓発講座の開催 

参加人数 

 40 名 

参加人数 

40 名 

参加人数 

50 名 

参加人数 

50 名 

参加人数 

60 名 

 

①-２ 障害者虐待防止のための周知啓発 

○平成 24 年 10 月に、障害者虐待防止及び障害者の養護者支援の法律が施行されています。

本会は、立川市とともに障害者虐待防止センター2を運営し、適切に対応します。 

○相談支援事業と連携し、市民や関係機関に対し、障害者虐待防止等の周知啓発を行い、障

害者の権利を護る取り組みを行います。 

  

                                                   
2 障害者虐待防止センター・・・障害者虐待に関する通報や、虐待を受けた障害者本人から

の届出の窓口 
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おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

13 障害者虐待防止の周知啓発 

 

講演会の開催 

2 回 

出前講座の開催 

3 回 

講演会の開催 

2 回 

出前講座の開催 

3 回 

講演会の開催 

2 回 

出前講座の開催 

3 回 

講演会の開催 

2 回 

出前講座の開催 

3 回 

講演会の開催 

2 回 

出前講座の開催 

3 回 

 

①－３ 地域懇談会の開催 

○地域にある様々な課題に気づき、その解決を図るための地域懇談会を開催します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

14 地域懇談会の開催 

開催回数 

330 回 

開催回数 

360 回 

開催回数 

390 回 

開催回数 

420 回 

開催回数 

420 回 

 

  
地域のお祭りに住民の 

多くが関わっているまち 

住みたいまち１００ （地域懇談会の声から） 
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気づきあいプラン②「インフォーマルサポートの推進」 

②-１ 支え合い活動の推進 

○地域支え合いネットワークによる高齢者等の見守りやちょこっとボランティア活動を 

推進し住民同士の気づきや支え合いに寄与します。 

おもな実施プラン 

 H27 H28 H29 H30 H31 

15 地域支え合いネットワーク活動やちょこっとボランティア活動の推進 

 

活動登録者と活

動の協働・充実 

累計 123名 

活動登録者と活

動の協働・充実 

    125 名 

活動登録者と活

動の協働・充実 

    128 名 

活動登録者と活

動の協働・充実 

    131 名 

活動登録者と活

動の協働・充実 

133 名 

 

②－２ 生活支援の担い手育成 

○介護予防教室、家族介護教室、福祉関連講座等を開催し、住民同士の気づきを促します。 

おもな実施プラン 

 H27 H28 H29 H30 H31 

16 各生活圏域における介護予防教室、家族介護教室等の開催 

 

介護予防の普及

と介護者支援の

充実 

介護予防の普及

と介護者支援の

充実 

介護予防の普及

と介護者支援の

充実 

介護予防の普及

と介護者支援の

充実 

介護予防の普及

と介護者支援の

充実 

 

②-３ 地域のインフォーマル社会資源リストの作成 

○地域のインフォーマル社会資源のリストを作成し、関係機関や市民と共有をすすめ、気づ

きあいの街づくりを進めます。 

おもな実施プラン 

 H27 H28 H29 H30 H31 

17 地域のインフォーマル社会資源等のリスト作成による相談対応の充実 

 

共通化した 

リスト作成 

相談対応の充実 

 

相談対応の充実 相談対応の充実 相談対応の充実 
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目標３「つながりあい」 

～様々なネットワークによるまちづくりの推進～ 

 

「誰もが ふつうに くらせる しあわせなまち 立川」の実現には、6 つの生活圏域そ

れぞれで構築しているネットワークを基盤に、住民福祉活動を推進していく必要があります。  

また、市内全域にわたるテーマ型のネットワークも充実させ、多様な地域課題に取組みま

す。 

 

つながりあいプラン① 

「コーディネーターの配置による住民福祉活動の推進」 

①－１ 地域福祉コーディネーターの全地区配置 

○地区民生委員・児童委員協議会3や地域包括支援センターと同じ生活圏域全地区に、地域福

祉コーディネーターを配置して、住民福祉活動を推進します。 

おもな実施プラン  

 H27  H28 H29 H30 H31 

18 

 

地域福祉コーディネーターの 6 生活圏域への配置 

 

配置 評価・検討 評価・検討 評価・検討 評価・検討 

 

①－２ 生活支援コーディネーターの配置 

○介護保険制度の改正により、高齢者の生活支援サービスの充実や介護予防の推進等を図る

「生活支援コーディネーター」が配置されます。立川市では、従来から配置していた地域福

祉コーディネーターと連携を図ることで、地域福祉をより強力に推進していきます。 

 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

19 生活支援コーディネーター配置による、介護予防・生活支援の充実【新規】 

新規配置 

 

評価・検討 

 

評価・検討 

 

評価・検討 評価・検討 

                                                   
3 地区民生委員・児童委員協議会・・・地域において、常に住民の立場に立って相談に応じ、

必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める方々 
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つながりあいプラン② 

「ネットワーク形成による相談・支援機能の充実」 

②－１ 自然災害に備えたネットワークの構築 

○大規模災害発生時の災害ボランティアセンター4の立ち上げと運営をスムーズに行うため 

に、平時より関係機関・団体とのネットワーク構築を図ります。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

20 

 

災害対策ネットワーク会議の開催 

ネットワーク会

議の開催 

1 回 

ネットワーク会

議の開催 

1 回 

ネットワーク会

議の開催 

1 回 

ネットワーク会

議の開催 

1 回 

ネットワーク会

議の開催 

1 回 

 

②－２ 第三者後見人等連絡会の開催 

○弁護士、司法書士、社会福祉士、行政書士、税理士等の専門職後見人と、行政や地域包括

支援センター職員等がお互いの役割を認識し、顔の見える関係を構築するため、第三者後見

人等連絡会を開催し、市内の成年後見制度の課題把握や情報の共有、成年後見人等としての

知識の向上を図ります。 

○第三者後見人等連絡会に参加した専門職後見人が積極的に市民の相談に対応し、成年後見

人等を受任できるように支援します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

21 第三者後見人等連絡会の開催 

 

3 回 

参加者 100 名 

3 回 

参加者 110 名 

3 回 

参加者 120 名 

3 回 

参加者 130 名 

3 回 

参加者 140 名 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
4 災害ボランティアセンター・・・災害時に設置される被災地での防災ボランティア活動を

円滑に進めるための拠点 
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②－３ 地域包括ケアの推進 

○地域ケア会議や介護支援専門員連絡会など関係機関・団体が集まる場の設置や介護支援専

門員研修などの実施を通じて、ネットワーク強化と専門職の資質向上を図ります。 

 

おもな実施プラン 

 H27 H28 H29 H30 H31 

22 立川市地域ケア会議の開催 

 

12 回 

参加 23 機関 

12 回 

参加 23 機関 

12 回 

参加 23 機関 

12 回 

参加 23 機関 

12 回 

参加 23 機関 

23 各生活圏域における小地域ケア会議の開催 

 

各生活圏域 6 回 各生活圏域 6 回 各生活圏域 6 回 各生活圏域 6 回 各生活圏域 6 回 

24 各生活圏域における個別ケア会議の開催 

 

各生活圏域 

10 回 

各生活圏域 

10 回 

 

各生活圏域 

10 回 

各生活圏域 

15 回 

各生活圏域 

15 回 

25 地域包括支援センター業務別連絡会(総合相談支援業務・権利擁護業務・ケアマネジメン

ト支援・介護予防ケアマネジメント)の開催 

各業務連絡会 

6 回 

参加機関 

15 機関 

各業務連絡会 

6 回 

参加機関 

15 機関 

各業務連絡会 

6 回 

参加機関 

15 機関 

 

各業務連絡会 

6 回 

参加機関 

15 機関 

各業務連絡会 

6 回 

参加機関 

15 機関 

26 介護支援専門員連絡会の開催 

 

4 回・参加延べ

数 300 人 

 

4 回・参加延べ

数 300 人 

4 回・参加延べ

数 300 人 

 

4 回・参加延べ

数 300 人 

4 回・参加延べ

数 300 人 

27 介護支援専門員研修の実施（新任、現任） 

5 回・参加延べ

人数 300 人 

5 回・参加延べ

人数 300 人 

5 回・参加延べ

人数 300 人 

5 回・参加延べ

人数 300 人 

5 回・参加延べ

人数 300 人 
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 H27 H28 H29 H30 H31 

28 サービス事業者連絡会の開催(訪問介護事業者・通所サービス事業者等) 

 

5 回・参加延べ

人数 200 人 

 

 

5 回・参加延べ

人数 200 人 

5 回・参加延べ

人数 200 人 

5 回・参加延べ

人数 200 人 

5 回・参加延べ

人数 200 人 

 

29 各生活圏域における家族介護者の集い開催 

30 回・参加延べ

人数 300 人 

 

 

30 回・参加延べ

人数 300 人 

30 回・参加延べ

人数 300 人 

30 回・参加延べ

人数 300 人 

30 回・参加延べ

人数 300 人 

 

 

②－４ 障害福祉関係団体や地域住民とのネットワークの促進 

○市内の障害者関係団体とのネットワーク活動を促進し、地域の障害福祉の推進に寄与し

ます。 

○障害福祉関係団体や地域住民との連携により利用者支援の土壌づくりをすすめます。 

○立川市役所にあるCafeはぁもにぃ♪を、立川市福祉施設交流連絡会等と連携して運営し、

障害者の就労支援の推進を図ります。 

 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

30 立川市福祉施設交流連絡会等の開催・参加および事業等の実施 

 

連絡会等開催 

10 回 

協働事業実施 

3 回 

 

 

連絡会等開催 

10 回 

協働事業実施 

3 回 

連絡会等開催 

10 回 

協働事業実施 

3 回 

連絡会等開催 

10 回 

協働事業実施 

3 回 

連絡会等開催 

10 回 

協働事業実施 

3 回 

 H27  H28 H29 H30 H31 

31 地域のイベント等への参加 

 

参加回数 2 回 

 

 

参加回数 2 回 参加回数 2 回 参加回数 2 回 参加回数 2 回 
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 H27  H28 H29 H30 H31 

32 Café はぁもにぃ♪の有効活用による就労支援事業5の推進 

 

利用者 3 名 利用者 4 名 利用者 4 名 利用者 4 名 利用者 4 名 

 H27  H28 H29 H30 H31 

33 Cafe はぁもにぃ♪での喫茶体験実習の実施 

 

参加施設・人数 

3 施設 

5 名 

参加施設・人数 

4 施設 

6 名 

参加施設・人数 

4 施設 

6 名 

参加施設・人数 

5 施設 

7 名 

参加施設・人数 

5 施設 

7 名 

 

つながりあいプラン③「市民活動の充実」 

 ③－１ 市民活動に関する総合相談の実施 

○市民活動に関する相談を広く受付け、団体の紹介など、市民活動につながる支援をしま

す。 

 おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

34 市民活動に関する相談受付・コーディネート 

 

相談件数 

  1,400 件 

相談件数 

  1,410 件 

相談件数 

  1,420 件 

相談件数 

  1,430 件 

相談件数 

  1,440 件 

 

③－２ 企業の社会貢献活動の推進 

○企業等の社会貢献活動、社会貢献イベントの相談や、社員研修等の支援を行います。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

35 企業等の社会貢献活動の支援 

 

コーディネート

数 

5 件 

コーディネート

数 

5 件 

コーディネート

数 

6 件 

コーディネート

数 

6 件 

コーディネート

数 

7 件 

                                                   
5 就労支援事業・・・通常の事業所に雇用されることが困難な障害者につき、就労の機会を

提供するとともに，生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上

のために必要な訓練を行う事業 
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③－３ ソーシャルビジネス・コミュニティビジネスの推進 

 〇企業等と連携をし、地域課題の解決を目的とする団体の相談や支援を行います。 

 H27  H28 H29 H30 H31 

36 たちかわ創業応援プロジェクトに参画し、総合的な相談支援の実施。（立川市、立川商工

会議所、日本政策金融公庫、多摩信用金庫） 

相談件数 

   150 件 

相談件数 

   150 件 

相談件数 

   150 件 

相談件数 

   150 件 

相談件数 

   150 件 

 

③－４ 市民活動団体の運営支援 

 ○NPO6法人設立ガイダンスの実施や、市民活動団体の運営マネジメント講座等を開催しま 

す。 

 ○市民活動団体が安定した活動できるよう、市民活動助成を実施します。 

 ○市民活動団体が、充実した活動ができるよう、機材や活動スペースを貸出しを実施しま 

す。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

37 市民活動運営講座の開催（NPO ガイダンス、団体マネジメント講座等） 

 

参加者数 

  100 名 

 

参加者数 

  100 名 

参加者数 

  100 名 

参加者数 

  100 名 

参加者数 

  100 名 

 H27  H28 H29 H30 H31 

38 市民活動助成の実施／各種助成事業の案内 

  

助成申請件数 

  18 件 

助成申請件数 

  18 件 

 

助成申請件数 

  18 件 

助成申請件数 

  18 件 

助成申請件数 

  18 件 

 H27  H28 H29 H30 H31 

39 活動スペースの貸出し（ボランティアルーム、団体交流室） 

団体数 

 470 件 

 

団体数 

  475 件 

団体数 

  480 件 

団体数 

  485 件 

団体数 

  490 件 

 

 

                                                   
6 NPO（Nonprofit Organization）・・・営利を目的とせず、公益の増進に寄与することを目

的として、市民が主体的に取り組む活動 



30 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

40 機材の貸出し(印刷機、拡大コピー機、車いすなど) 

 

団体数 

   580 件 

団体数 

   590 件 

団体数 

   600 件 

団体数 

   610 件 

団体数 

   620 件 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

41 コミュニティ備品の貸出し 

団体数 

   235 件 

団体数 

   240 件 

団体数 

   245 件 

団体数 

   250 件 

団体数 

   255 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゆずりあいの 

できるまち 

学びあえるまち 

住みたいまち１００ （地域懇談会の声から） 

住みたいまち１００ （地域懇談会の声から） 
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目標４「支えあい」 

～相互に支えあう地域の構築～ 
「誰もが ふつうに くらせる しあわせなまち 立川」の実現には、福祉サービスの充

実だけでは防ぐことの難しい社会的孤立や、制度の狭間にあって課題を抱えるひとへの対

応としての見守りや支えあいが求められます。 

 一人として孤立することなく、地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営

み、誰もが「居場所と出番」としての参加の機会を得ながら、互いに支えあうまちの実現

に向けて取り組んでいきます。 

 

支えあいプラン①「地域での自立生活支援」 

①－１ 生活困窮者の自立支援 

○生活困窮者の自立と尊厳を確保するため、自立相談支援事業を実施します。生活困窮者の

早期発見や見守りのための地域ネットワークを構築し、生活福祉資金等の制度も活用しなが

ら包括的な支援を実施します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

42 

 

生活困窮者自立支援事業【新規】 

 

自立相談支援事

業延べ相談者数 

1,000 人 

自立相談支援事

業延べ相談者数 

1,100 人 

自立相談支援事

業延べ相談者数 

1,200 人 

自立相談支援事

業延べ相談者数 

1,300 人 

自立相談支援事

業延べ相談者数 

1,300 人 

 H27  H28 H29 H30 H31 

43 生活福祉資金貸付事業の実施 

生活福祉資金延

べ相談対応数   

2,510 人 

生活福祉資金延

べ相談対応数   

2,534 人 

生活福祉資金延

べ相談対応数   

2,556 人 

生活福祉資金延

べ相談対応数   

2,578 人 

生活福祉資金延

べ相談対応数   

2,600 人 

 

 

 

 

高齢者の活躍の場が

あるまち 

住みたいまち１００ （地域懇談会の声から） 
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支えあいプラン②「地域の支えあい活動の推進」 

②－１ 自然災害に備えたボランティアの養成 

○大規模災害の発生に備え、災害対応の知識を持つ災害時ボランティアを養成します。災害

発生時には、養成した市民との協働により災害ボランティアセンターを運営するなど、住民

同士で支えあい活動が求められます。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

44 災害ボランティアの養成 

養成講座参加者

数 40 名 

養成講座参加者

数 40 名 

フォローアップ

の仕組みを検討 

フォローアップ

の実施 

フォローアップ

の実施 

  

②－２ 地域住民の健康増進・孤立化防止活動 

〇制度の狭間に陥りがちな相談を住民主体で早期発見し、孤立化を防止しする居場所づく

りを支援します。 

〇地域での居場所づくりやたすけあい活動等、各種住民グループの立ち上げ支援を行いま

す。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

45 支えあいサロン7活動の推進 

 

サロン登録数 

142 ヵ所 

サロン登録数 

154 ヵ所 

サロン登録数 

166 ヵ所 

サロン登録数 

178 ヵ所 

サロン登録数 

190 ヵ所 

 H27  H28 H29 H30 H31 

46 住民グループの立ち上げ支援 

 

立ち上げ数 

12 ヵ所 

立ち上げ数 

12 ヵ所 

立ち上げ数 

12 ヵ所 

立ち上げ数 

12 ヵ所 

立ち上げ数 

12 ヵ所 

 

 

 

                                                   
7 支えあいサロン・・・社会的孤立を防ぐためにご近所の方々などが定期的に集まって、お

しゃべりや趣味の活動をする場 
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支えあいプラン③「市民参画による権利擁護の充実」 

③－１ 日常生活自立支援事業の強化 

○高齢者や障害者が、判断能力の低下から自ら適切な福祉サービスを選択し、安心した生活

を送れるよう、福祉サービスの利用援助、日常的金銭管理、書類等の預かりサービスを行う

「日常生活自立支援事業」を実施します。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

47 日常生活自立支援事業の周知と利用促進 

 

新規契約件数 

25 件 

新規契約件数 

25 件 

新規契約件数 

30 件 

新規契約件数 

30 件 

新規契約件数 

35 件 

 

 

③－２ 成年後見制度の推進 

○高度に判断能力が低下した高齢者や障害者が自分らしく生活するために、成年後見制度が

適切に利用できるように市長申立や親族申立の支援を行い、市民が利用しやすい成年後見制

度の推進に努めていきます。 

 

○に専門職後見人等が必要な場合、適切な成年後見人等候補者の選任を支援します。 

○親族後見人等が、適切に後見業務を行えるように、成年後見制度の推進機関として、相談

や助言、専門職の紹介を行います。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

48 成年後見制度における申立の支援 

 

申立支援 

18 件 

申立支援 

20 件 

申立支援 

22 件 

申立支援 

24 件 

申立支援 

26 件 

 H27  H28 H29 H30 H31 

49 法人後見の受任 

 

新規受任件数 

3 件 

新規受任件数 

5 件 

新規受任件数 

7 件 

新規受任件数 

9 件 

新規受任件数 

11 件 

 

③－３ 市民後見人による成年後見制度の充実 

○高齢化が進み、認知症の高齢者も急激に増加し、親族や専門職後見人だけでは、成年後
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見人等の受け皿不足が予想される中、社会貢献がしたい市民の活躍の場として、市民後見

人を養成します。 

○市民後見人がスキルアップし適切に後見業務が行えるように、フォローアップ研修を実

施します。 

○市民後見人が孤立せず、モチベーションを維持向上できるよう、市民後見人同士の情報

交換等を行います。 

○市民後見人が適切に後見業務を行うために、本会が法人として市民後見人の監督人を行

います。 

おもな実施プラン 

 H27  H28 H29 H30 H31 

50 市民後見人の養成【新規】 

 

新規養成者数 

5 名 

新規養成者数 

5 名 

新規養成者数 

5 名 

新規養成者数 

5 名 

新規養成者数 

5 名 

 H27  H28 H29 H30 H31 

51 法人後見監督人の受任 

 

新規受任件数 

2 件 

新規受任件数 

3 件 

新規受任件数 

5 件 

新規受任件数 

5 件 

新規受任件数 

5 件 

 

  

お年寄りが気軽に 

出かけられるまち 

住みたいまち１００ （地域懇談会の声から） 
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４．計画の推進体制  

 

第 4 次立川あいあいプラン 21 は、地域住民の多くの方々が、地域社会を担う一員として、

自分の地域について考え作り上げたものです。本計画の推進にあたっては、市民、事業者、

そして行政が互いに協働し、それぞれの役割を果たしながら一体となって、総合的・長期的

な視点から本計画に取り組むことが重要です。 

「だれもが ふつうに くらせる しあわせなまち立川」は、市民の参加なしでは実現し

ません。この計画については、次の通り推進していきます。 

 

○計画の推進体制と評価 

 第 4 次立川あいあいプラン 21 の推進にあたっては、地域関係団体や福祉活動団体、関係者

などを構成員とする市民参画の「立川あいあいプラン 21 推進・評価委員会(仮称)」を設置し

て、重点推進事項や新規事業等を中心に検討し、立川市の地域福祉計画などと整合性を図り

ながら推進していきます。 

 また、事業の評価については、各プランに定めた評価指標を用いて進捗管理を行います。

これまでの事業計画では、実施回数や参加人数等の量的増加を重要視してきましたが、これ

からは、その事業の効果についても評価・検討していきます。 

 

○推進期間 

本計画は、2015(平成 27)年度から 2019(平成 31)年度までの 5 ヵ年の計画ですが、社会状

況や地域課題の変化にあわせ、「立川あいあいプラン 21 推進・評価委員会(仮称)」において、

見直しを行っていきます。そして、第 4 次立川あいあいプラン 21 を推進・評価しながら、第

5 次計画の策定を進めていきます。 
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推進体制（イメージ） 

  

誰もが ふつうに くらせる しあわせなまち 立川 

立川市●事務局 

 

 

 

 

 

事務局 

立川あいあい 

プラン２１ 

推進・評価委員会 
（仮称） 

 
市民参画による推進組織 

地域福祉市民活動計画の 

推進･評価･進捗管理 

地域福祉の推進 福祉のまちづくり 

連携 協働 

 

子ども会 

立川市 

地域福祉 

推進委員会 
（仮称） 

 
市民参画による地域福祉計画

の推進･評価･進捗管理 

 

民生委員 

 

ＮＰＯ 

 

老人ｸﾗﾌﾞ 

 
自治会 

 

学校 

 
住民 

 ﾎﾞﾗﾝﾃｨ

ｱｸﾞﾙｰﾌﾟ 

立川市社協●事務局 

 

 

 

 

 

事務局 

地域の関係団体など 
 

PTA 
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Ⅲ．地域福祉推進に向けた組織の発展・強化計画 
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Ⅲ．地域福祉推進に向けた組織の発展・強化計画 

第 4 次立川あいあいプラン 21 を、市民と一丸となって推進していく社会福祉協議会は、公

益性を有する社会福祉法人として、地域住民に開かれ、理解される運営を行っていかなけれ

ばなりません。そのためには、情報公開による財政状況の透明化やガバナンスの強化など、

社会福祉法人制度改革へも対応していく必要があります。 

本会役職員は、次に定めた基本方針、役職員行動指針に沿った行動をとるとともに、市民活

動計画の推進をより着実に行うために、組織基盤の発展・強化に向けた取り組みも行います。 

 

■「基本方針」 

①本会は、地域の福祉課題、住民の生活課題の把握に努め、その課題解決のために専門性

を発揮するとともに公私の関係者と連携・協働した対応を行います 

②本会は、人としての尊厳の保持、利用者本位を念頭に活動を行います 

③本会は、社会環境の変化に伴う住民ニーズに対応するため、活動の重点化と柔軟なサー

ビス提供を行います 

④本会は、法令を遵守し、積極的な情報公開、説明責任を果たし、あわせて高い倫理観に

よる公正中立な事業活動を展開します 

⑤本会は、運営基盤の強化を図り、常に市民が満足、納得する活動に心がけます 

 

■「役職員行動指針」 

①私たちは、市民一人ひとりの人権を尊重し、住民から信頼される役職員、職場を目指し

ます 

②私たちは、地域福祉を推進する公共的な性格を有する団体の役職員であることを常に意

識して、正しい判断、コスト感覚に基づいた行動をとります 

③私たちは、事業の執行にあたっては、P-D-C-A のマネジメントサイクルに基づき実施し、

評価、効果を大切にします 

④私たちは、市民に対して誤った対応をした場合には、事実をすばやく確認し、その原因

の徹底した解明と再発防止を迅速に行います 

⑤私たちは、常に自己学習、自己研鑽に努め、多角的な視点で市民の課題解決を支援しま

す 

⑥私たちは、省エネや CO  

2の削減などに努め、地球環境にやさしい行動をとります 
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１．組織運営体制の充実・強化 

(1)事業規模に即した事務局組織 

 本会事務局組織は、過去 8 年、2 課 6 係体制をとってきました。その間にも運営する福

祉事業は拡大を続け、大きな事業規模となっています。そのために、管理体制や係間の連

携などに課題が見えてきました。今次の計画策定に合わせて、事業規模にあった事務局組

織とするため、3 課 7 係体制に見直して計画を推進していきます。 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

1 事業規模に即した事務局組織の改革 

 

新たな組織運営

体制 

 組織の課題整

理・検討 

実施  

 

(2)人材の育成、専門性の強化 

本会は、人材育成の一環として、階層別の内部研修(係長、中堅職員、若手職員など)を

進めていますが、職員の意識や向上心を持続させるため、立川市が実施する職員研修に参

加するなど、人材育成をより一層充実させる必要があります。 

また、相談や介護のスキルに限らず、人事、労務、会計など各事業において必要な専門

的スキルを身につけるための資格取得を推進していきます。 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

2 階層別研修の実施と他機関が実施する研修への参加 

 

階層別研修の実

施と他機関が実

施する研修への

参加 

研修内容の評

価・検討 

充実 充実 研修体系の評

価・検討 

 H27  H28 H29 H30 H31 

3 資格取得の推進 

 

各部門で必要な

スキルの検証 

資格取得の体系

化・制度化 

資格取得を推奨

し、取得者を増

やす 

新規取得者 5 名 

制度の効果を検

証するため取得

者への調査実施 

新規取得者 7 名 

制度の評価、見

直し 

新規取得者 

10 名 
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立川市社会福祉協議会研修等体系 

１．求められる職員像 

（１）ホスピタリティにあふれ、市民に信頼される職員 

（２）市民参加を促し、市民と協働しながら、住民主体によるまちづくりを推進することが 

できる職員 

（３）外部環境の変化を見通しながら、次代の新しい価値を市民に提供できる職員 

（４）課題解決能力、目標管理能力の高い職員 

（５）職制による役割を発揮できる職員 

（６）業務における専門性の高い職員 

 

２．研修等の体系 

（１）全体研修 

身につける能力・知識等 実施方法 対象者 回数等 備考 

①本会の事業計画予算、事業報告決算 

②職員間のコミュニケーション 

③ホスピタリティ・接遇 

④外部環境の変化と本会への影響など 

内部研修 

 

正規職員 

嘱託職員 

2 回 

(前期・後期) 

 

 

（２）基礎研修 

身につける能力・知識等 実施方法 対象者 回数等 備考 

①ケースワーク 

②グループワーク 

③コミュニティワーク 

④ファシリテーション能力 

⑤ 災害時対応など 

内部研修 

外部研修 

正規職員 

嘱託職員 

随時  

 

（３）階層別研修   

階層 身につける能力・知識等 実施方法 対象者 回数等 備考 

新任 ①社会人としての態度・接遇 

②社会福祉協議会の機能、役割

などの理解 

③課題発見・解決能力 

内部研修 

外部研修 

OJT 

入職後 

2 年以内 

の職員 

①･②：１回 

③随時 

東社協研修参加 

立川市研修参加 

主事 

支援員 

①目標管理能力 

②課題解決能力 

③政策立案能力 

内部研修 

外部研修 

OJT 

入職後 

3～15 年 

程度の主

事・支援

員 

①～③のうち 

1 項目を 

1 回 
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主任 ①OJT 

②チームアプローチ 

③リーダーシップ 

④コーチング 

内部研修 

外部研修 

 

入職後 

15年以上 

の主任 

①～④のうち 

2 項目を 

 1回 

 

係長 ①人材育成能力 

②対外折衝能力 

③危機管理能力 

④組織管理能力 

内部研修 

外部研修 

 

係長 ①～④のうち 

2 項目を 

 １回 

 

管理職 ①法人経営能力 

②人事管理・労務管理 

③危機管理 

内部研修 

外部研修 

 

課長 

事務局長 

①～③のうち 

1 項目を 

 １回 

 

 

（４）業務別研修  

各係 内容等 実施方法 対象者 回数等 備考 

地域活動

推進係 

法人運営、経理、税務、労務、

文書、ボランティア活動、小地

域活動、NPO支援、広報など 

内部研修 

外部研修 

職場研修 

係長が 

指定した 

職員 

外部研修含め 

随時 

 

自立生活

支援係 

生活困窮者自立支援法、生活福

祉資金、受験生チャレンジ事業

など 

内部研修 

外部研修 

職場研修 

係長が 

指定した 

職員 

外部研修含め 

随時 

 

地域づく

り係 

ボランティア活動、小地域活

動、NPO支援、広報など 

内部研修 

外部研修 

職場研修 

係長が 

指定した 

職員 

外部研修含め 

随時 

 

地域あん

しんセン

ター係 

成年後見制度、日常生活自立支

援事業、虐待対応、年金･税金、

苦情対応、契約など 

内部研修 

外部研修 

職場研修 

係長が 

指定した 

職員 

外部研修含め 

随時 

 

地域包括

支援係 

介護保険制度、地域包括ケア、

関係機関・地域住民とのネット

ワーキングなど 

内部研修 

外部研修 

職場研修 

係長が 

指定した 

職員 

外部研修含め 

随時 

 

障害福祉

係 

障害者総合支援法、介護技術、

権利擁護、成年後見制度、虐待

対応など 

内部研修 

外部研修 

職場研修 

係長が 

指定した 

職員 

外部研修含め 

随時 

 

在宅サー

ビス係 

介護保険法、障害者総合支援

法、介護技術、権利擁護、成年

後見制度、虐待対応など 

内部研修 

外部研修 

職場研修 

係長が 

指定した 

職員 

外部研修含め 

随時 
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（５）資格取得 

 取得を奨励する資格 支援内容 備考 

①社会福祉士、②介護福祉士、③精神

保健福祉士、④介護支援専門員（主任

含む）、⑤介護保険事業並びに障害者総

合支援法において配置が必要とされる

資格（研修）、⑥衛生管理者、⑦相談援

助実習指導者、⑧その他会長が指定し

た資格 

①各資格（１回）の受験料負担 

②資格取得に必要なスクーリング等の際の

職務免除 

 

 

 

 

(3)災害に備えた組織の強化 

大震災の発生確率が高まっています。また、気候変動による自然災害も頻発しています。

災害発生時に早期に事業を復旧し、市民への支援を円滑に進めるために、災害への備えを強

化します。 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

4 

 

BCP や災害ボランティアセンター設置・運営訓練の実施とそのマニュアル等の見直し 

訓練の回数 

2 回 

訓練の回数 

2 回 

訓練の回数 

2 回 

訓練の回数 

2 回 

訓練の回数 

2 回 
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２．地域福祉推進のための財政基盤の強化と事業所の運営 

(1)財務状況の公開 

本会が市民とともに地域福祉を推進していくには、市民に多くの情報を公開し、理解や

協力を得る必要があります。そのため、社会福祉法人の透明性の確保の視点なども踏まえ、

本会の財務諸表や事業報告等を、ホームページなどにより広く市民に公開していきます。 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

5 財務状況の公開 

 

財務状況の公開 継続 継続 継続 継続 

 

 

(2)自主財源の確保 

住民の主体的な活動を支え、社会福祉協議会らしい活動を展開していくためには、自主

財源の確保が重要です。しかしながら、社協会員数、会費総額は年々微減しています。従

来の自治会を通じての協力依頼だけでなく、自治会未加入の地域住民や企業、団体に社協

活動を周知し、社協を支えていただくサポーターとしての会員増加を目指します。また会

員特典の導入や寄附との差別化を検討します。また、商店街や企業へも働きかけ、収益事

業や寄付金の増加を図っていきます。 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

6 個人および団体会員の増加を図る 

会費総額 年 5 万ずつ UP 

団体会員数 年 10 団体ずつ UP 

会費総額 

5,850 千円 

団体会員数 

120 団体 

会費総額 

5,900 千円 

団体会員数 

130 団体 

会費総額 

5,950 千円 

団体会員数 

140 団体 

会費総額 

6,000 千円 

団体会員数 

150 団体 

会費総額 

6,050 千円 

団体会員数 

160 団体 

 

 H27  H28 H29 H30 H31 

7 

 

商店街や企業への働きかけによる収益金の増加 

（あいあい通信の有料広告、HP のバナー広告、ボランティアベンダーの設置等） 

 

広告等の収益額 

60 万円 

 

120 万円 170 万円 220 万円 270 万円 
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 H27  H28 H29 H30 H31 

8 

 

募金箱の設置等、商店街や企業への働きかけによる寄付金の増加 

 

寄付金の増額 

3 万円 

    6 万円 10 万円 15 万円 20 万円 

 

(3)基金の活用 

市民から寄せられた寄付金等を財源に地域福祉推進活動の振興と、財政基盤の安定化を目

的に、地域福祉振興基金等、目的別に基金を設置して積み立てを行っています。金利が下が

っているため、基金の利息のみで特定の事業を行うことは困難ですが、それぞれの基金の目

的に合わせ、地域福祉推進のために効果的に事業に活用していきます。 

 

 

（4）安定した事業所の運営 

介護が重度化した市民の受け入れ、ボランティア活動や中学生による職場体験の場とし

ての活用など、社会福祉法人の役割を果たしながら、介護保険法や障害者総合支援法など

に規定された事業所を安定的に運営し、地域福祉の推進と法人の財政基盤の強化にも寄与

していきます。 

 

基金 基金の目的 

成年後見制度等権利擁護

支援基金 

本会の実施する成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の権利擁護に

係る事業が円滑に行われ、市民の権利擁護に寄与する 

地域福祉振興基金 本会の財政の安定化及び地域福祉推進のための支出又は損失に備える 

ボランティア基金 ボランティア・NPO 活動の推進を図る 

介護保険運営基金 介護保険事業の安定した運営を図る 

事業所名 内容 

デイサービスセンター  利用者一人一人の意思および人格を尊重し、利用者の立場に立った

適正な指定通所介護事業および指定介護予防通所介護事業を実施し、

心身機能の維持向上や社会的孤立感の解消ならびに家族の身体的、精

神的負担の軽減を図り、利用者の在宅生活を支援します。 

ホームヘルプサービス 要支援、要介護認定を受けた高齢者が、住みなれた地域での生活を継

続できるように、その居宅にホームヘルパーを派遣し訪問介護を行う

ほか、障害者総合支援法に則り、身体障害、知的障害、精神障害のあ

る方が自立した日常生活を営むことができるよう、ヘルパーを派遣し

ます。 
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居宅介護支援事業所 利用契約された市民に対し、介護サービス計画(ケアプラン)を作成

し、質の高いケアマネジメントを行うことにより、市民の安心生活に

寄与します。また契約制度における地域のセーフティネットとして、

緊急対応が必要な方や支援困難な方への対応、介護予防プランへの協

力を地域包括支援センターと連携して実施するとともに、地域包括支

援センターが実施する各種事業に協力していきます。 

生活介護支援事業所 地域において就労の機会等が得がたい障害程度区分 3 以上の身体・

知的障害者の方にご利用いただき、機能訓練、文化的活動、日常生活

訓練等を提供させていただくことにより、「自立」を図り、生きがいを

高めることを目指しています。日常活動は、身体障害者用のデイルー

ム（マンボウ）と知的障害者用のデイルーム（コスモス）に分かれて

行っています。また、医療的ケアが必要な方も受け入れています。 

就労支援事業所 企業就労が困難な心身障害者が通所し、授産作業等を通して収入を

得ることによる自立生活を支援するために、就労継続支援 B 型の指定

を受けて運営しています。栄福祉作業所を「主たる事業所」、富士見福

祉作業所を「従たる事業所」、立川市役所内「Ｃafé はぁもにぃ♪」は栄・

富士見作業所の「出張所」と位置づけています。 

障害者相談支援事業所 障害のある方からの相談に応じてサービス等利用計画を作成するほ

か、必要な便宜を供与することにより障害のある方が住みなれた地域

で継続して本人らしく生活できるよう支援を行います。 
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３．セーフティネット機能の充実・強化 

(1)法人後見の受任 

他に適切な後見人がいなく、本会が成年後見人に選任されることが望ましい場合は、地

域あんしんセンターたちかわ運営委員会の審議に基づき、本会が法人として後見人等を受

任します。 

 

(2) ｢たちかわ入居支援福祉制度｣による地域での生活支援 

判断能力の不十分な高齢者や障害者等で民間住宅への入居や更新の際に親族等適切な保

証人がいない場合に、日常生活自立支援事業の契約と併せて「たちかわ入居支援福祉制度」

を利用することで本会が保証人となります。 

 

(3)高齢者及び障害者虐待防止対応 

  立川市や地域包括支援センターなどと連携し、深刻化する高齢者や障害者への虐待の防

止と早期発見、早期対応を行い市民の権利擁護に努めます。 

 

(4)支援困難ケースへの積極的対応 

  虐待ケースや悪質商法被害者への対応など、支援困難ケースにも立川市や関係機関と連

携し、本会機能を活かしながら積極的に対応していきます。 

 

(5)障害者ケアマネジメントの充実・社会資源の確保 

障害があっても住み慣れた地域でその人らしく暮らしを継続できる共生社会の実現を目

指し、立川市や関係機関との連携のもと、障害者福祉制度における相談支援、ケアマネジ

メントに取り組んでいきます。 

また、今後の支援の充実が求められる「障害児」の相談支援についても、法人として

の取り組みを拡充する方向で検討します。 

 

(6)通所介護における要介護状態の軽減に向けた取り組み 

ご利用者の在宅での暮らし方に着目し、住宅環境の実態に則した生活リハビリ、機能訓

練を充実させ、生活機能(心身機能、活動、参加)の維持向上に力を入れます。 

 

(7)自費型ホームヘルプサービス（制度外のヘルパー援助）の実施を検討 

公的サービスでは利用対象外となるような日常生活関連のサービスを有償にて提供でき

る仕組みの導入について検討します。 

 

(8)家族介護者支援 

「気がなかなか休まらない」「自分の時間がもてない」等、要介護者を介護している家族は多

くの課題やストレスを抱えています。家族介護者の負担軽減のため、家族介護者の交流の場の

提供や、在宅介護等に関する講座を開催します。 
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(9)市民のニーズや社会の要請に応えた施設の運営 

医療的ケアを必要とする重度障害者などの日中活動の場を確保するなど、高齢者や障害

児・者などのニーズや社会の要請に応えた事業を実施していきます。 

 

(10)生活困窮者の自立支援 

離職や住宅の喪失など、生活に困窮する市民の経済的、社会的自立などに対応するため

に、生活困窮者の自立支援相談窓口を開設します。 
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Ⅳ．第 4次立川あいあいプラン 21策定までのプロセス 
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１．第 4次立川あいあいプラン 21策定委員会 

平成 27 年度からの第 4 次「あいあいプラン 21」に向け、平成 25 年 10 月に策定委員

会が発足しました。 

17 名の市民委員を選出し、これから約 2 年半をかけて、地域住民の課題やニーズを吸

い上げ、解決に向けた計画を策定しました。 

 

 日 時 主な協議内容 

1 平成 25 年 10 月 25 日  ・立川市地域福祉計画と市民活動計画について 

・あいあいプラン 21 策定委員会について 

2 平成 25 年 12 月 11 日 ・地域懇談会について 

3 平成 26 年 2 月 25 日 ・アンケート調査について 

・作業部会の開催について 

4 平成 26 年 6 月 4 日 ・平成 25 年度事業報告・平成 26 年度重点推進事項

について 

・社協を取り巻く社会状況の変化について 

5 平成 26 年 9 月 4 日 ・地域課題の整理と取り組むべき事業について 

6 平成 26 年 12 月 4 日 ・計画書の構成について 

・基本理念やめざすまち、目標について 

7 平成 27 年 2 月 10 日 ・個別プランについて 

8 平成 27 年 3 月 5 日 ・最終版の計画書について 

・パンフレットについて 

 

２．作業部会の設置 

社会福祉法人立川市社会福祉協議会第 4次立川あいあいプラン 21推進委員会設置要綱

第 5 条に基づき、作業部会を設置。作業部会では、 あいあいプランの策定に関する調査

及び検討を行いました。 

 

 日 時 主な協議内容 

１ 平成 26 年 4 月 30 日  ・作業部会について 

２ 平成 26 年 6 月 27 日 ・計画の目標につい 

３ 平成 26 年 9 月 26 日 ・課題と方向性について 

４ 平成 26 年 10 月 24 日 ・あいあいプランの体系について 

５ 平成 26 年 11 月 14 日 ・「基本理念」「めざすまち」「目標」について 

６ 平成 27 年 1 月 23 日 ・あいあいプランの計画書について 
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３．地域懇談会 

計画策定にあたり、住民の声をお聞きし、計画に反映させるために地域懇談会を開催

しました。市内の 3 町で 2 回づつ行い、普段の生活の中で感じている課題を話し合い、

解決に向けて共有する機会となりました。 

 

【富士見町地区】 

・第 1 回 平成 25 年 11 月 19 日 参加者：25 名 

・第 2 回 平成 26 年 2 月 21 日 参加者：20 名 

【幸町地区】 

・第 1 回 平成 25 年 11 月 30 日 参加者 38 名 

・第 2 回 平成 26 年 1 月 25 日 参加者 34 名 

【錦町地区】 

・第 1 回 平成 25 年 12 月 17 日 参加者 29 名 

・第 2 回 平成 26 年 1 月 28 日 参加者 24 名 
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